
第二次北海道再犯防止推進計画（素案）の概要 
 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

・  全国の刑法犯、検挙人員に占める再犯者率は上昇傾向にあり、令和３年には 48.6 パーセ

ントと約半数は再犯者という状況 

・  国は安全・安心な社会実現のためには、再犯防止等の取組が重要との認識の下、平成 28

年に「再犯の防止等の推進に関する法律」を制定、平成 29年に「再犯防止推進計画」を策定 

・  本道においても、法及び国の計画を踏まえ、令和３年３月に「北海道再犯防止推進計画」を

策定し、再犯防止に関する取組を総合的かつ計画的に進めてきた 

・  国では、令和５年３月「第二次再犯防止推進計画」を策定し、国と地方公共団体との役割の

明確化、地方公共団体の主体的かつ積極的な取組の促進等が基本的な策定の方向性として

示された 

・  国の第二次計画の策定を踏まえ、道では、引き続き、犯罪をした人等が社会において孤立

することなく、再び社会を構成する一員として地域に定着できるよう支援する取組を推進するこ

とにより、再犯を防止し、道民が安全で安心して暮らせる社会の実現を目指すため、「第二次

北海道再犯防止推進計画」を策定 

 

２ 計画の位置付け 

・  再犯防止推進法第８条第１項に定める地方再犯防止推進計画 

・  「北海道総合計画」及び「北海道人権施策推進基本方針」を推進するための施策別計画 

・  北海道 SDGs推進ビジョンの趣旨を踏まえた取組 

 

３ 計画の対象者 

   犯罪をした人等（再犯防止推進法第２条第１項に規定する「犯罪をした者等」であり、犯罪を 

した者又は非行少年若しくは非行少年であった人のことをいい、起訴猶予者、執行猶予者、罰 

金・科料を受けた人、矯正施設（刑務所、少年院等）出所者を含む。） 

 

４ 計画の期間 

 令和６年度から概ね５年間とし、計画期間中であっても必要に応じて見直しを行う。 

 

 

 

 

１ 本道の再犯者等の状況 

・   刑法犯の認知件数：（令和４年：１万 9,604件 20年ぶりに増加） 

・   検挙人員に占める再犯者の割合：平成 25年：42.1%→令和４年：44.2％ 

 

第 1 章 計画の基本的な考え方 
 

第 2 章 再犯を取り巻く状況 
 
 



 

 
１ 基本方針等 

【基本方針】 
① 犯罪をした人等が立ち直り、社会の一員として孤立することなく地域に定着できるよう、国 

 及び市町村、民間団体などと連携した取組 

② 国との適切な役割分担を踏まえ、犯罪をした人等に対する切れ目のない指導及び支援 
③ 犯罪をした人等が犯罪被害者の心情を理解することの重要性を踏まえた取組 

④ 再犯防止の取組をわかりやすく広報することなどにより、道民の関心と理解を醸成 

【重点課題】 

  ① 就労・住居の確保等    

  ② 保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

   ③ 学校等と連携した修学支援の実施等 

   ④ 犯罪をした人等の特性に応じた効果的な支援の実施等 

   ⑤ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進等 

   ⑥ 地域による包摂を推進するための取組 

  

２ 計画指標 
   刑法犯検挙者中の再犯者数 

        令和４年                        令和９年 目標値                       

3,354人 2,850人以下（15％以上の減少） 

 

 

 

 
 
１ 就労・住居の確保等 
（１）就労の確保等 

   ①就職や職場定着に向けた相談・支援等の充実 

    ・就業や職場定着に向けた支援、生活困窮者や障がい者に対する相談対応など 

②犯罪をした人等を雇用する企業等の開拓、社会的評価の向上 

   ・協力雇用主制度の周知や協力雇用主の受注機会の増大 

③関係機関・団体との連携強化 

 

（２）住居の確保等 

①公営住宅への入居における配慮 

    ・道営住宅への入居における配慮や公営住宅の取扱についての市町村への周知 

②新たな住宅セーフティネット制度の活用促進 

    ・住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録促進 

③支援が必要な人の帰住先の確保 

    ・矯正施設を出所した高齢者や障がいのある人等の帰住先の確保 

④生活困窮者の住居の確保 

  ・生活困窮者に対する相談対応や住居確保給付金の支給、一時生活支援事業などの支援 

第 3 章 施策の展開方向 
 
 
 

第 4 章 具体的な取組 
 
 
 
 



２ 保健医療・福祉サービスの利用の促進等 
（１）高齢者や障がい者等への支援等 

①保健医療・福祉サービスの提供 

・社会福祉施設等の利用に向けた支援や生活困窮者に対する自立支援 

・通信アプリＬＩＮＥを活用した相談窓口の紹介 

②関係機関・団体との連携強化 

③被疑者等への支援を含む効果的な入口支援の実施 

 ・福祉的支援の利用調整 

④地域生活定着支援センター、地方公共団体等の多機関連携の強化等 

⑤保健医療・福祉サービスの利用の促進等のための体制の整備 

 

（２）薬物依存の問題を抱える者への支援等 

①薬物依存に関する治療・支援に繋げる取組 

・薬物等依存症のからの回復に向けた支援や関係職員に対する研修の実施 

②関係機関・団体との連携強化 

③薬物事犯者の家族に対する支援 

 ・関係機関等の連携強化や児童生徒に対する普及啓発 

④民間団体等への支援 

 ・団体が行う講習会等への職員の派遣や自助グループの活動紹介 

    ⑤薬物乱用防止に関する広報・啓発 

    ・児童生徒や地域住民への普及啓発 

 

３ 学校等と連携した修学支援の実施等   
学校等と連携した修学支援の実施等 

①児童生徒の非行の未然防止等 

・関係機関による児童生徒への啓発や相談対応 

②学校等と連携した立ち直り支援 

・児童自立支援施設における学習指導や少年警察ボランティア等と連携した居場所づくり

活動                                

     

 ４ 犯罪をした人等の特性に応じた効果的な支援の実施等 
特性に応じた効果的な支援の実施等 

   ①性犯罪者に対する指導等 

    ・子どもを対象とする暴力的性犯罪者に対する指導等 

②暴力団関係者等に対する指導等 

    ・離脱希望者に対する就労支援を軸とした離脱支援や離脱者の社会復帰対策の推進 

 ③少年・若年に対する支援等 

  ・相談窓口の周知や立ち直り支援のための取組の実施 

 ④発達上の課題を有する犯罪をした人等に対する支援等 

・関係機関の職員向けの研修の実施等  

⑤飲酒運転をした人等に対する指導等 

      ・相談対応や保健指導の実施 

⑥ストーカー・ＤＶ加害者に対する指導等 

 ・加害者に対する適切な措置を実施      

    ⑦女性の抱える困難に応じた指導等 



    ⑧盗撮等がやめられない人への精神保健福祉センターの対応 

      

５ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進等 
（１）民間協力者の活動の促進等 

①民間ボランティアの確保 

・保護司会や更生保護女性会等の活動の周知や人材の確保への協力 

②民間ボランティア等の活動に対する支援の充実 

  ・国や市町村と連携し、民間ボランティア等の活動支援  

・更生保護活動に関する広報や少年警察ボランティアを対象とした研修の実施 

                               

（２）広報・啓発活動の推進等 

   ①再犯防止に関する広報・啓発活動の推進 

・「社会を明るくする運動」による啓発等、関係機関・団体と連携した啓発活動の実施 

②民間協力者に対する表彰 

    ・功績が顕著な保護司や地域暴力追放団体等の表彰の実施 

 

６ 地域による包摂を推進するための取組 

地域における国・市町村・民間団体等との連携強化 

   ① 連携体制の整備 

    ・北海道再犯防止推進会議の開催 

②地域の関係機関・団体に対する情報提供等 

    ・市町村等の関係情報の提供や市町村と協働した各種施策の検討・推進 

   ③市町村との連携 

 

 

 

 

１ 推進体制 
・  「北海道再犯防止対策庁内連絡会議」における課題等の検討、関係部局の連携による施

策の推進 

・  関係する国の機関や民間団体等で構成する「北海道再犯防止推進会議」における計画の

総合的な推進 

 

２ 進行管理 
・  毎年度、計画に位置づけた施策の実施状況をとりまとめ、必要に応じて改善を図りながら、 

効果的・効率的に推進 

・  国の動向や社会状況の変化等を踏まえた施策の展開、必要に応じて国への要望等を実施 

 
 
   

第５章 計画の推進体制 
 
 
 
 
 


